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ているように，東アジアは
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２）転換期（

という
）
。

ルになるとい

（日本経団連）

日本経団

（ 年７月

商政策の柱の

年），および３）戦略

年の日韓 構想と 年
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１月のシンガポールとの

について考える場合，実は日

てきた大きな役割に注目すべ

的な推進を望む―通商政策の

外国にとって，自由貿易協定

国際的な通商システムは多

３つの時期に区分される
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本政府よりもむしろ財界

きだろう。

新たな展開に向けて―」

は と並ぶ重要な通

国間主義と地域主義とが共

存するという

自由貿易協定
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１） 相手国

２） 欧米諸

じるわが国

ることがで

新たな時代に入った」との認

を積極的に活用していく必要

は，自由貿易協定を推進すべ

・地域とのビジネス機会を拡

国が自由貿易協定への取り組

企業が蒙る競争上の不利益を

きる。 のメンバー

識の下に，日本もまた「通

がある」と日本政府に要望

き理由として，

大する重要なツールになる。

みを強化するなか， が

解消する必要がある。その

であると共に とも

商政策の新たな柱として，

した
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。
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廃・緩和，

４） 多数の

域レベルで

んでいないため，関税なしで

立場に置かれている。

投資の自由化や相手国との規

高コスト要因の是正等，構造

加盟国を擁する では貿

それを補完していく必要があ

メキシコへ輸出できる欧米企

制制度の調和を通じて，日本

改革を促す効果がある。

易や投資の自由化やルール作

る。

業に対して日本企業は競

国内における諸規制の撤

りが容易でないため，地
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〈図表１

期（年） 自由貿易協定

学（第 巻・第２号）

件数の推移および内容

関税同盟 その他 合 計

合 計

（注）
の

（出所）

発効時期
（年）

年６月 日現在， に通報され
通報など同一とみなされる重複分 協定
浦田秀次郎編著『 （自由貿易協定

ページ。

〈図表２

欧州・地中海 米 州

発効中の 件の地域貿易協定のうち，
を差し引いた。その他は，授権条項によ
）ガイドブック』ジェトロ（日本貿易

の地域別分布

アジア・
大洋州

中・東欧・ サブ
アフ

新規加盟に際して
り締結されたもの。
振興会）， 年，

サハラ・
リカ 地域横断

合 計

という４点を

の大きな転換を

軸とする多角主

策へと 世紀の

（注） 年６月
ェコ・イスラ

（出所） 図表１に

挙げた。この財界の要望に背

行った（図表３）。戦後日本

義であったが，多角主義と

初頭に転じていったのである

日現在。欧州・地中海には中近東地域
エルなど）を含む。
同じ， ページ。

中を押されるようにして，日

の通商政策はこれまで一貫し

を活用する地域主義とを

。経済産業省は，『通商白書

の （トルコ・イスラエルなど），中

本政府は戦後通商政策

て ・ を基

併用する戦略的通商政

』（ 年版）において，

・東欧と地中海地域の （チ

の狙いと

１） ル

国間ベルでの

２） 世界的な

ック化の再来

を与え合って

して，

ールにおいて秩序が形成され

によって迅速に対応し

締結の動きは，世界的

ではない。むしろ によ

世界的な貿易自由化が促進さ

ていない新たな通商問題に対

補完することが必要である。

な自由化を否定するものでは

る多角主義と による地

れるという相互補完的な役割

応するため，地域や二

ない。世界経済のブロ

域主義とが相互に刺激

を は持っている。
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動
おり，今後の二国間や地
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回を３

向けた方

は入札可
っており，

ナーシ
て検討
月にイン

ド
○
想

＋
○東
タ

○

ネシアで
年１月

のフォロ

アジア自
ディ・グ

年３月
ラ

韓 国
の
１

ムでの検
第２回合
日，日本

開催。
の首相歴訪において，「
ーアップを行うため，全

由貿易圏の可能性も含め
ループ」で検討中。

より，日韓両国において

日・
省庁から

，東アジ

各経済界
討が行われ，日韓自由貿
同会議において，
政府に本提言を提出。

易協定に
の早期実

包括的経済連携構想
構成される関係省庁連

ア協力のあり方につい

を中心とする日韓

絡

て

」を提
会議を

「東ア

ビジネ
ついての意見の集約を実
現が必要との提言内容に

施。
つき合

案。同構
設置。

ジア・ス

スフォー
年１月

意。２月

○
７

タ イ
○
締

台 湾
○
は

年３月
月にソウ

年 月
結を提案

年 月
，日台間

チ リ
○
チ
な

年２月
リ外務省
自由貿易

の首脳会談において「日
ルで第１回研究会を開催

，両国首脳会談において
。

， 終了後の貿易
の 研究を民間機関

大

韓
。

，タクシ

臣バイ
ベースで

チリから 検討の提
との間で共同研究を開始
協定の早期締結を提言。

案があっ
し，

に関する産官学研究会

ン・タイ首相は日本と

会談において，林台湾経
進めていきたい旨表明。

」

の

の設置

自由貿

済部長

たことを受け，同年５
年６月に取りまとめ。

月
両
から
国政府

を合意。

易協定の

（大臣）

と
に包括的

ブラジル ○

オーストラリア
○小
将
作

その他
○オ
タ

（出所） 木村福成・丸屋豊二

年 月

泉首相が
来の自由
業部会を

ーストラ
イン），イ

郎・石川

，ブラジル開発相より平

年５月１日にキャン
貿易協定の締結も視野に
設置することで合意。

リア，カナダ，コロンビ
スラエルも日本に対し関

幸一編著『東アジア国際分業と

沼経産相

ベラにて
，経済関

ア，南ア
心を示

中国』ジ

に対して日本との

オーストラリアのハワ
係の強化に向けた次官

共和国， （スイ

ー
級

ス
している。

ェトロ（日本貿易振興会），

締結を提

ド首相
協議と

，リヒ

年，

案。

と会談し，
課長級の

テンシュ

ページ。



３） は，

果も持ってい

４） を締

立命館経済

国際的な制度構築の経験の蓄

る。

結しないことによる不利益を

学（第 巻・第２号）

積と多角的通商ルールへのフ

回避する。主要国で我が国

ィードバックという効

だけが を締結しな

いということ

していくこと

５） 国内構造

の５点を挙げ

う。

経済産業省に

推進に当たって

は，我が国企業がコスト面で

を意味する。

改革の促進剤になる。

たが
）
，それが経団連の上記の

次いで，外務省が 年

留意すべき点として，１）

競争上の不利益を被る可能性

「提言」の基本線に沿ってい

月に「日本の 戦略」を

協定との整合性と２）国内

のある外国市場が拡大

ることは明らかであろ

発表した
）
。同省は

産業への影響，の２点

を指摘した。１

て関税等がより

則として 年以

５条の規定を踏

２）国内産業へ

農業分野での市

あると強調した

沿うものであっ

） 協定との整合性の内

制限的であってはならないこ

内に完成すること，の３点を

まえたものであり，外務省

の影響に関しては， を日

場開放や構造改革，また外国

。それは， に日本の構

た。

容をより詳しく見てみると，

と， 実質上全ての通商規則

挙げていた。これらの点は

の立場としては当然のことで

本の産業構造高度化のテコと

人労働者の受け入れ，などは

造改革を促進する効果を求め

締結前に比し

を廃止すること， 原

， 条や

あるといえる。次に，

位置づけ，そのために

避けて通れない問題で

ている経団連の意向に

外務省の

先順位として，

るメキシコを挙

長期的にはそう

である」と述

諸国に

とりたいとの意

戦略で特徴的な点は，「

まず東アジアを挙げ，次いで

げている。東アジアの中で

した土台の上に，中国を含む

べ，中国―さらには 年

も接近している米国―に対し

図が透けてみえる。東アジア

の戦略的優先順位」を決め

欧米諸国に比して日本企業が

も「まず韓国及び と

他の東アジア諸国・地域と

５月にシンガポールと

て，東アジアにおける

とメキシコ以外では，チリは

ていることにある。優

不利な立場になってい

の を追求し，中

の に取り組むべき

を締結しさらに他の

交渉において主導権を

喫緊の重要課題ではな

く，ましてロシ

ついては，農産

はないと認識し

３．日本経団

日本の通商政

表した。 年

ア，南アジア，アフリカなど

物の取り扱い等相当困難な課

ている。

連の見解とその特徴

策の歴史的転換を見とどけた

１月１日に出された，「活力

は重視していない。また，北

題があるのが現実であり当面

後も，日本経団連は精力的

と魅力 れる日本をめざして

米と との に

の課題とし得る状況に

に日本の 戦略を発

」（通称「奥田ビジョン
）
」）

の第３章「東ア

戦略が４点にわ

１） これまで

消極的通商政

戦期と並ぶ

２） 東アジア

ジアの連携を強化しグロー

たって述べられている。

の国内産業の保護や欧米との

策から，自らの手で市場開放

「第三の開国」を行う。

を の強力なハブにし，

バル競争に挑む」において，

通商摩擦回避こそが守るべき

を行うという積極的通商政策

東アジア自由貿易圏（

財界が望む日本の

国益であるかのような

に転換し，幕末期と終

（ ）



危機後の東アジアにおける地域経済協力と日本の 戦略

〈図表４

（西口）

）を構

ーダーシッ

３） 東アジ

生産要素の

を実現させ

想し，遅くとも 年頃まで

プを発揮する。

ア自由貿易圏内では，「５つ

移動の自由）と「２つの協力

る。

には完成させる。この構想を

の自由」（モノ，サービス，ヒト

」（域内問題への協力とグローバ

実現するために日本はリ

，カネ，情報という，５つの

ルな問題解決に向けた協力）

４） 東アジ

域内の取引

域内企業の

速に成長す

「奥田ビジ

外国人に開

経済発展に関

ア自由貿易圏の形成により，

コストは劇的に低下する。そ

生産性や競争力が著しく強

る単一市場が持つダイナミズ

ョン」の上記の記述において

かれた社会の実現（外国人労働

してこれまで通説の位置を占

ビジネス上の障壁の撤廃やイ

の結果，より強力なバリュ

化される。人口 億人，

ムを今後の日本経済成長の

， 「第三の開国」のために

者の受け入れ等）が重視されて

めてきた雁行型経済発展モ

ンフラの整備が進めば，

ー・チェインが構築され，

７兆ドルという巨大で急

源泉として活用する。

は，農産物市場の開放や

いること， 東アジアの

デルは事実上崩壊しており，

多国籍企業に

アジア自由貿

見逃してはな

日本経団

（ ）を戦

略として緊急

よるバリュー・チェーンが展

易圏構想の実現のために日本

らない重要な点である。

連はさらに， 年３月に，

略的に推進するための具体的

に取り組むべき施策として４

開されるようになっている

のリーダーシップの発揮を

「経済連携の強化に向けた

方策―」を発表した
）
。この

つの分野が挙げられている

と認識していること， 東

強く求めていること，等は

緊急提言―経済連携協定

提言では，日本の 戦

（図表４，参照）。

（ ）



立命館経済

〈図表５ を積極的に

学（第 巻・第２号）

推進すべきと思う理由（複数回答可）

（出所） 外務省「経済外交（ ・ ）に関する意識調査」

１） モノの貿

定と整合的な

強力に取り組

ては，日本と

２） 先進的な

日本・ベトナ

（

易については， が「実

ものでなければならないため

むと述べている。日本よりも

の 締結は甘いものでは

投資ルールの整備を求めてい

ム投資協定と同様の，高い

年２月。

質的に全ての貿易の自由化を

，高関税品目を含めた関税撤

関税率が高いことが一般的な

ないことを，それは示唆して

る。日本・シンガポール

レベルの投資ルール（投資許可

）。

行う」という 協

廃による貿易自由化に

東アジアの諸国にとっ

いる。

，日本・韓国投資協定，

段階での内国民待遇・最

恵国待遇の原

定を強く求め

いえる。この

を構想してい

業が相手国か

それは相手国

３） ヒトの移

則付与，現地人の雇用義務をはじ

る内容となっている。それは

「緊急提言」においても「奥

る。先進的な投資ルールの整

ら制約されることなく自由に

との間で様々な軋轢・矛盾を

動に関しては，タイやフィリ

めとするパーフォーマンス要求の

企業の論理と財界の意向をズ

田ビジョン」同様，「東アジ

備とは，その「東アジア自由

企業活動できるルール作りを

生み出す可能性を秘めている

ピンとの 交渉において

原則禁止等の実現）の規

バリと表現するものと

ア自由貿易圏」の実現

貿易圏」内で，日本企

求めている訳であり，

。

は，看護や介護等の分

野における労

４） 農業につ

ないと述べ，

この「緊急提

戦略本部」（仮

理とする体制を

働市場の自由化を強く要望さ

いては， と整合的なも

農業構造改革の加速化を求め

言」は，上記の諸施策を実現

称）を設置し，内閣総理大臣

整備することまで求めている

れていることに応えようとし

のである以上農業分野全体を

ている。

させるために，内閣に時限的

を本部長，経済連携特命担当

のである。ここに，財界が政

ている。

除外することはありえ

組織として「経済連携

大臣（仮称）を本部長代

府の上に立って日本の

（ ）



戦略を

「緊急提言」

が国経済の今

危機後の東アジアにおけ

牽引して行こうとする，財界

の末尾に「経済界の決意」と

後の展開のみならず，東アジ

る地域経済協力と日本の 戦略

主導型の日本の 戦略の

して，「 への取組みの成

ア地域さらには世界の中で

（西口）

特徴がよく示されている。

否は，「通商立国」たるわ

のわが国の立場にも大きな

影響を及ぼす

大きい。それ

年で決着をみ

いる。その

「日本活性化

びかけ文に

のが現状であ

ものであり，国を挙げて取り

だけ大きな位置づけを

る可能性が高いものであり，

意味で， 年２月 日に伊

のための経済連携を推進する

は，「世界的に経済連携が進ん

ります。東アジアをめぐる状

組むべき緊急課題である」

に与えているが，その背景

緊急に取り組まなければな

藤元重（東京大学教授）を呼び

国民会議」の現状認識と重な

でいる一方で，我が国は，こ

況を見ても，今や，我が国

と述べていることの含意は

には の問題はここ数

らないとの焦りが現われて

かけ人として結成された

っている。伊藤元重の呼

の流れに乗り遅れている

に残された時間は少なく，

迅速に対応し

るのである
）
。

外務省は，

団は全国 歳

べきと思う理

革や国際競争

げられている

のそれとほ

ていく必要があるといえるで

「経済外交（ ・ ）に

以上の男女で，標本数は 人

由」として， 経済の活性化

力の向上， 安価な輸入品の

（図表５，参照）。言い換えれ

ほ同様な認識を示しているの

しょう」と緊急提言と同様

関する意識調査」を実施し

），その結果を公表した
）
。「

， 新たなビジネスチャン

増加， 日本企業が海外で

ば，日本の に関する世

である。つまり， に関し

の認識と焦りを吐露してい

（ 年２月６日 ９日。母集

交渉を積極的に推進す

スの拡大， 日本の構造改

蒙る不利益の除去，等が挙

論は，財界（日本経団連）

てもっぱら経済的理由や

企業の論理か

４．

次に，日

『経済財政白

課題と構造改

１） 日本は

ら接近しているのが，この国

に関する日本政府および代表

本政府と代表的論者の見解に

書』（ 年版）を取り上げて

革」の内容は次のようになっ

地理的に近く経済関係が緊密

における最大の特徴となっ

的論者の見解

ついて見てみよう。日本政府

みよう。同『白書』の第３章

ている
）
。

さを増している東アジア諸

ているのである。

の見解として，内閣府の

「グローバル化の新たな

国と を締結すること

により，経

２） アジア

撤廃のメリ

のうち，ア

３） 東アジ

なわち，

にお

済的に大きなプラス効果が期

諸国の関税率は概して先進諸

ットはアジア諸国と日本の双

ジアとの更なる自由化を通じ

アとの経済連携の取り組みを

は との補完・推

いては日本がリーダーシップ

待できる。

国と比較して高水準になって

方にとって大きいため，ア

て最も大きな追加的利益を

強化していく際に，次の３つ

進という観点から取り組むべ

を発揮すべき， は国

おり，自由化による関税

ジア，北米，欧州の３地域

期待できる。

の事柄が重要である。す

き， 東アジアにおける

内の構造改革と一体とな

って推進す

年度の

るためには，

造改革が必

に接近する

う。

べき，がそれである。

『経済財政白書』は小泉構

農業，対内直接投資および

要であると述べ分析を加えた

際，『白書』と日本経団連の見

造改革と を関連付け，

労働市場（外国人労働力の活用

ところに，その大きな特徴が

解がほぼ完全に重なりあって

東アジアで を推進す

）の３つの分野での国内構

ある。このように，

いることは明らかであろ

（ ）



日本の

氏の見解を挙げ

浦田秀次郎は

立命館経済

に関する代表的論者として，

ることができる。

，その論考「日本にとっての

学（第 巻・第２号）

浦田秀次郎，木村福成，宗像

の意義と課題」の中で

直子，小寺彰，等の諸

，自説を展開している
）
。

浦田によれば，

日本企業のビジ

国の経済成長が

う。他方，

農業部門の構造

シフトさせる，

「特に，少子

日本にとっての の意義

ネスチャンスの拡大につなが

期待でき，それを通じて日本

を推進する上での課題とし

改革を挙げている。農業部門

つまり生産要素の効率的使用

高齢化が進みつつある日本で

は， 日本経済の構造改革の

る， が東アジアに拡

経済へプラスの効果がもたら

ては， によって被害を受

の構造改革のために，農業政

を求めている。少し長くなる

は，労働および資本の量的拡

起爆剤になりうる，

大すれば，東アジア諸

される，等にあるとい

ける産業部門とりわけ

策を保護から自由化へ

が，引用しておこう
）
。

大は期待できないこと

から，生産要素

に使用する必要

から，生産要素

の移動は阻害さ

せるためには，

竹中平蔵が主

も，構造改革論

率的使用を行う

の効率的使用は重要な課題で

性はない。実際，生産要素を

は保護された部門に滞留し，

れている。これらの点を理解

農業をはじめとして保護され

宰する経済財政諮問会議の

者としての浦田の本質が示さ

，つまり市場原理主義による

ある。保護されている状況で

効率的に使用しなくとも十分

より効率的な使用が可能な保

するなら，日本経済を復活さ

ている部門の自由化の必要性

「骨太の方針」を思わせるよう

れている。規制緩和や自由化

構造改革のために を活

は，生産要素を効率的

な報酬を得られること

護されていない部門へ

せ持続的成長を実現さ

は明らかであろう。」

な記述である。ここに

によって生産要素の効

用するということであ

り，後に見るよ

（ 年版）と同

木村福成
）
もま

の規模は国内総

済全体からみる

革案を示すこと

木村は，投資環

うに新古典派経済学そのもの

様な見解であると見ることが

た，「 締結を国内の構造

生産からみて，すでに１％強

とさほど大きな問題ではない

ができるかどうかが問われて

境の改善についても強調して

の主張であると解することが

できる。

改革につなげていけるかどう

にまで低下してきており，農

。所得保障の是非など議論す

いる」と，農業部門の構造改

いる。彼が，「日本としては

でき，『経済財政白書』

か。日本の農林水産業

業問題はもはや国民経

る以前にまず明確な改

革を強く求めている。

， を通じた規律づ

けによって，東

ある。具体的に

待遇と内国民待

という時，日本

宗像直子の見

おこう。

「日本は，ア

アジア諸国に経済社会政策の

は，モノ・サービスの貿易自

遇からなる無差別原則を確保

経団連の「緊急提言」を想起

解は，浦田秀次郎や木村福成

ジア諸国に対しては，競争力

改善を強く迫り，ビジネス環

由化に加え，直接投資受入れ

するために投資協定を

するのは筆者だけではないだ

のそれと類似したものである

ある日本企業が活動しやすい

境の改善を促すべきで

政策の透明性と最恵国

に含めるべきである」

ろう。

。煩を厭わず引用して

ように彼らの事業環境

の改善を求める

外に人材や資本

ならない。前者

る。日本経済の

後者の要素が必

は，日本から輸

と同時に，国内にあっては，

を惹きつける魅力ある事業環

がなければアジアの成長機会

再生のためには両者が必要で

要になるため， は，両

出・投資している企業の収益

非効率セクターに競争を導入

境を作り出し，技術・事業革

に十分参画できず，後者がな

ある。また，前者を交渉によ

者の手段として機能する。す

がたかまるよう，特定の外国

して生産性を高め，海

新を活発にしなければ

ければ国内が空洞化す

って獲得するためにも，

なわち，第１に，

の良好な事業環境を確

（ ）



保する機能を

益を守る。第

国内の規制緩

危機後の東アジアにおけ

果たす。貿易障害を下げ，事

２に，相手の目線で見て日本

和や対内投資誘致など，国内

る地域経済協力と日本の 戦略

業活動の自由を拡大し，予

の事業環境を魅力的なもの

の経済政策を補完するもの

（西口）

見可能性を高め，投資の利

にする機能がある。これは，

であり，分野によっては国

内の構造改革

あり，また，

宗像の主張

会を確保し，

主張になっ

化に対する政

ての長期的

の呼び水になる。このように

日本に新しい利潤機会を提供

は，徹底した財界の代弁者の

かつ国内の「構造改革」を

ている。宗像によれば，「現在

治的抵抗の強い品目について

な展望が欠けていることであ

，アジアとの経済統合は日

し，経済構造改革の痛みを

それになっている。つまり

推進するための手段として，

の日本の への取り組み

，国内生産の合理化，競争

る
）
」という。つまり，農業

本経済の構造改革の一環で

和らげる役割を果たす
）
」。

，アジアでの新しい利潤機

を活用しようという

の最大の問題点は，自由

力強化と保護の削減につい

部門などが障害となって

交渉が

て，こうした

鈴木宣弘に

の平均関税が

りの品目の

具体的には

問題は日本の

という下支え

進展しないといっているわけ

見解は説得力を失ってきてい

よれば， に日本の農業

％であり，米，乳製品，肉

平均関税率は ％未満になる

％以上自由化すべし」）をクリア

農政にある。日本は農政を大

のセーフティ・ネットが存在

である。しかし，農業経済の

る。

は十分含められるという。そ

類といった最もセンシティ

ため， の基準（「事実上

できる，というところにある

きく転換し価格支持政策か

しないため，高関税がなく

専門家からの反論によっ

の論拠は，日本の農産物

ヴな高関税品目を除くと残

全ての貿易を自由化すべし，

。鈴木によれば，むしろ

ら決別している。価格支持

なると価格下落が農家を直

撃する。関税

の農業保護

を締結

くためには，

鈴木の場合，

できるのでは

小寺彰は，

以外の措置がほとんどなくな

は農家への直接支払いによる

して関税を原則撤廃しても農

欧米のような所得保障へと転

の共通農業政策を参考に

ないか，と展望まで示してい

は単なる友好条約とは

ったため，関税に頼らざる

所得保障によって行われてい

業を保護できる。日本も今

換する必要があるという主

して，将来の東アジア経済圏

るのである
）
。

異なる，という点を強調する

を得なくなっている。欧米

る。そのため欧米諸国は

後迅速に を結んでゆ

張には根拠がある。また，

でも共通農業政策を構想

。小寺の言う通り，

を締結する

条項に反する

名無実と化す

しい条件が付

税政策を採

「緊急提言」

日本の

には厳しい条件がついている

ためであり，「もし を

という危惧がこの要件の背後

いており，この厳しい条件と

っている東アジア諸国側の方

にあるように，高関税品目を

戦略には想定されていた。こ

（ 条）。その理由は，

緩やかな要件で承認すれば，

にある
）
」。小寺は， は

いう観点から判断すれば，

こそ大きな影響を受ける，と

含む関税撤廃のみならず，先

こから，一方では木村福成や

が の無差別

の無差別条項は有

単なる友好条約ではなく厳

日本側よりも，むしろ高関

指摘する。日本経団連の

進的投資ルールの採用も，

宗像直子のように，

によって東

の厳し

るのであろう

「日本が東

ますので，難

予想されます

アジア諸国に厳しい条件を要

い条件を緩和し補完するもの

。浦田はこの点を明け透けに

アジア諸国との を結ぶ

しい要素が出てくると思いま

。例えば，東アジアの多くの

求する立場が現れ，他方で

として協力や援助を組み合わ

語っている。

場合，経済発展段階の異なる

す。……東アジア諸国にお

国は自動車産業や機械産業

は浦田秀次郎のように，

せるという立場が生まれ

国々との間の になり

いても，自由化への抵抗が

などの幼稚産業を育成した

（ ）



いと考えていま

ので，強い反対

を乗り越えるた

立命館経済

す。ところが，日本と

が出てくるのです。……発展

めに重要な役割を果たすのが

学（第 巻・第２号）

を結ぶと，それらの産業を開

段階の違う国々が を結

経済技術協力だと思います
）
」

放しなければならない

ぶ場合に出てくる問題

。

「私は東アジ

などを含んだ

が，日本は協力

り，あめとむち

ア諸国とは財の貿易の自由化

が望ましいと思っていま

を巧みに使って自由化要求を

をうまく使い分けて進めてい

． の経済学と

に限定される ではなく

す。東アジア諸国は協力を強

実現させていくことが重要だ

くのが日本にとって必要なの

（バリュー・チェイン

，投資の自由化や協力

く望むかもしれません

と思います。……つま

です
）
」。

）

１． と

これまでわれ

済的理由や企業

で，その１）経

済的理由から取

が加盟

ラスの効果をも

新古典派経済学原理

われは，日本における

の論理から接近しているのが

済的理由と２）企業の論理，の

り上げることにしよう。

国に，経済成長の促進や域内

たらすという経済学的な説明

戦略が財界（日本経団連）主導

その最大の特徴となっている

内実に関して考察すること

貿易，直接投資の増加，域内

原理を与えているのは，新古

であって，もっぱら経

ことを見てきた。そこ

にしよう。まず，１）経

競争の促進，などのプ

典派経済学のそれであ

る。単純化して

自由な移動が行

り経済成長が促

ミュレーション

究センター，

スの経済効果は

１） への

言えば， によりモノ，

われれば，市場の機能により

進されるというものである。

（堤雅彦「日韓中の三カ国

年）を援用して， のプ

，次のようなものであった。

参加は経済成長（ 拡大）

カネ，ヒト，技術，等々に対

適切な資源配分が行われ，そ

例えば，浦田秀次郎は，日本

とその経済的帰結 モデ

ラスの経済効果を証明しよう

をもたらす。 への参加

する障害が取り除かれ

の結果経済効率が高ま

経済研究センターのシ

ルによる分析」日本経済研

としている
）
。主なプラ

国が多ければ多いほど，

による

２） 「

れ，国民一人

３） 日本との

「 ＋

国は

４） によ

拡大効果は大きい。

＋ 」の が形成される

当たり ドルに相当する厚生

により，貿易依存度

」の の場合，韓国の

％ポイントも押し上げられる

り比較優位産業の生産が拡大

と，日本の国民所得は，

水準（満足度）の上昇が得ら

の高い東アジア諸国の

は年率 ％ポイント押し

。

し，比較劣位産業のそれが収

ポイント押し上げら

れる。

は押し上げられる。

上げられ， 諸

縮する。日本の場合で

は，輸送用機

小し，日本の

上記の１）で

指摘されていた

域レベルでの貿

済学においては

械や一般機械，鉄鋼等が拡大

産業構造の高度化（ハイテク

， への参加国が多ければ

。この言い方を逆手に取れ

易自由化より，プラスの経済

これまで はグローバル

し，一次産業や食品加工，繊

化）が促進される。

多いほど による

ば，世界大での貿易自由化の

効果が大きいはずである。否

なレベルでの貿易自由化に逆

維・アパレルなどが縮

拡大効果は大きい，と

方が， のような地

なむしろ，新古典派経

行するものとして否定

（ ）



危機後の東アジアにおけ

〈図表６ 貿易依存度

る地域経済協力と日本の 戦略

（貿易 ）の変化， 年

（西口）

年

（出所）

的に見られ

交渉に

由化，環境と

いる
）
。だが，

の貿易自由化

カリド・

てきたのである。それが肯定

比べて が機動的である

貿易，労働と貿易，などが

所詮セカンド・ベストの選択

の経済効果がどのように評価

ナドヴィ（ ）は，

的に評価されるように転換し

こと， ではルール化

に含まれる場合が多いこ

という限界は残る。そこ

されているのかについても

新古典派経済学者を「市場指

た背景として浦田は，

されていない，投資の自

と，などの理由を挙げて

で，グローバルなレベルで

検討してみることにしよう。

向の“グローバル化唱道

者”（

ーバル化，成

よれば，これ

バル化の第３

約 億人の

ル以下の貧困

同報告書は

）」と呼ん

長と貧困―包括的な世界経済

までにグローバル化には３つ

の波」（第１の波は 年

「新グローバル化国」（

人口は２億人減少し，平均寿

，この「新グローバル化国」

だが
）
，その好例として，世界

の建設』（ 年）を挙げる

の波があったという。そし

，第２の波は 年，第３の

）がそれに参入する

命や教育の普及も進み，不

を「高グローバル化国」（

銀行の調査報告書『グロ

ことができる
）
。同報告書に

て， 年以降の「グロー

波は 現在）において，

ことによって，１日１ド

平等も改善された，という
）
。

）と

呼び，それ以

貿易依存度

の１の諸国を

「低グローバ

る（図表６，

合こそが貧困

外を「低グローバル化国」

（貿易 ）を用いている。

「高グローバル化国」と呼び

ル化国」と呼んでいるのであ

参照）。つまり，経済の開放と

削減と不平等の改善をもたら

（ ）と呼

年から 年の間に，貿易

，貿易依存度が上昇しなか

る
）
。このように，貿易依存度

自由化・規制緩和，それによ

したと主張している訳であ

んで区分する基準として，

依存度が上昇した上位３分

った下位３分の２の諸国を

の上昇が基準になってい

るグローバル経済への統

り，自由化によって経済を

（ ）



〈図表

「低グローバ

立命館経済

７ 「低グローバル化国」と「

年

ル化国」

学（第 巻・第２号）

高グローバル化国」の輸出依存度

年 変化率

（輸出 ）
（％）

の年平均成長率

ホンデュ
ケニア

「高グローバ
インド
バングラ

（出所）

ラス

ル化国」

デシュ

〈図表８ 途上国からの商品分

－

類別輸出構造（ 年と 年

－

の比較）

第一次産品

労働集約的と資
ベース的製造品

低位技術集約的
造品

途上国からの全輸出
に占めるシェア（％）

途上国
に占め

年

％

源 ％

製 ％

からの全輸出
るシェア（％）

世界輸出に占め
るシェア（％）

年 年

％ ％

％ ％

％ ％

（％）

世界輸出に占め
るシェア（％）

年

％

％

％

開放し，商品，

適切な資源配分

済学の市場原理

中位技術集約的
造品

ハイテク技術集
的製造品

（出所）

サービス，資本，労働等の自

が行われ，その結果経済効率

主義の教義（というよりイデ

製 ％

約 ％

由な移動に対する障壁を取り

が高まり経済成長が促進され

オロギーと言った方がより適切

％ ％

％ ％

除けば，市場を通じて

るという，新古典派経

だろう）がそれを支えて

％

％

いるのである。

しかし，すで

世界銀行のこの

デュラスやケニ

ドやバングラデ

盾が生じるのは

経済の自由化＝

にロバート・ウェイド（

報告書の論理は破綻している

ヤの方が「低グローバル化国

シュが「高グローバル化国」

，自由化が成長を促進すると

開放化以外にも経済成長を促

）などが厳しい批判

。図表７が示すように，より

」のカテゴリーに入り，より

に分類されるという矛盾が生

して，自由化にしか目を向け

進する要因は，当然のことな

を加えているように，

輸出依存度の高いホン

輸出依存度が低いイン

じている
）
。こうした矛

ていないからである。

がら存在する。事実，

「高グローバル

や資本規制等々

年以降の

ル化，成長と

（ ）の

途上国の立場か

化国」に分類されている中国

が行われている中で経済成長

グローバル化の進展に注目し

貧困―包括的な世界経済の

『貿易開発報告』（ 年版）

ら接近し詳しい検討を行って

などにおいては，新古典派の

を達成してきたことは周知の

ているのは，無論世界銀行の

建設』（ 年）だけではな

もまた， 年以降のグロー

いる。同『報告』によれば，

教義に反する貿易制限

ことだろう。

調査報告書『グローバ

い。国連貿易開発会議

バル化の進展に関して，

年代の初頭以来，

（ ）



危機後の東アジアにおけ

〈図表 途上国の製造品

る地域経済協力と日本の 戦略

貿易（輸出入）と付加価値，

（西口）

年 年

（注 ） 香港，
（出所）

貿易と直接

かつダイナミ

マレーシア，メキシコ，韓国，シンガ

投資（ ）の急速な自由化の

ックに参入したように見える

ポール，台湾およびトルコ

動きが見られ，途上国全体で

という。過去 年間，途上

は世界貿易により積極的

国の輸出は世界の平均を上

回って伸び，

大半は製造品

の集約度を基

品， 低位度

術集約的製品

一方で， 高

品目レベルで

現在世界の商品貿易の３分の

によるものであり，今日途上

準にして途上国からの輸出品

の技能・技術集約的製品，

，の５つに分類したものであ

位度の技能・技術集約的製品

見ると，次の４つの範疇に属

１を途上国が占めている。

国の輸出の約 ％を占めて

を， 一次産品， 労働集

中位度の技能・技術集約的

る。途上国が 一次産品の

のシェアを拡大してきてい

する の輸出品の伸び率が

途上国の商品輸出の伸びの

いる
）
。図表８は，生産要素

約的および資源基礎的製造

製品， 高位度の技能・技

シェアを急激に低下させる

ることが注目される。輸出

最も高かった。

１） 電気・

２） 繊維お

３） 研究開

ど）（

４） 絹，非

過去 年間

電子（ ， ， ）

よび労働集約的製品，とりわ

発支出の多い製品ならびにハ

， ）

アルコール飲料および穀物を

の世界の商品輸出額の年平

け衣類（ ， ， ）

イテクないし規模の経済があ

含む一次産品

均成長率は ％であったが，

る製品（薬品と光学機器な

この の輸出品の場合，

（ ）
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〈図表 途上国の

学（第 巻・第２号）

製造品貿易（輸出入）と付加価値

（出所）

その年平均成長

％へと高ま

％から

約的で高付加価

るという。確か

製造品の付加価

率は ％であり，世界輸

った。また，この 品目は途

年には ％にまで増大して

値の輸出が拡大していること

に，途上国の に対する

値の割合は同じようには上昇

出に占めるシェアも 年の

上国からの全輸出に占めるシ

いる
）
。しかし，同『報告』は

を示すこれらの統計はミスリ

製造品輸出の割合は急上昇

しなかった。したがって，世

％から 年には

ェアを高め， 年の

，途上国からも技術集

ーディングなものであ

したが， に対する

界の製造品輸出に占め

（ ）



る途上国の割

かったので

（ 年版）の

危機後の東アジアにおけ

合は増加したが，世界の製造

ある（図表９ １および図表９

メインテーマであった。貿

る地域経済協力と日本の 戦略

品付加価値に占める途上国

２，参照）。何故か。この問題

易自由化＝経済開放の利益を

（西口）

の割合は同様には増加しな

こそが，『貿易開発報告』

もっぱら強調する世銀の

『報告』や，

の市場原理主

に少しふれ

る。次にこの

２．東アジ

前出の「奥

のような地域レベルでの

義と根本的に異なる立場から

た２）企業の論理，より正確に

問題に進むことにしよう。

アにおける国際生産ネットワ

田ビジョン」において，「東

それを支持しようとする論

の接近が試みられているの

言えば現代の多国籍企業の行

ークの形成と

アジア自由貿易圏の形成によ

者たち，の新古典派経済学

である
）
。この問題は，すで

動と深い関係を有してい

り，ビジネス上の障壁の

撤廃やインフ

リュー・チ

７兆ド

の源泉とし

（ 。

まず最初

研究にお

アのベラー

ラの整備が進めば，域内の取

ェインが構築され，域内企業

ルという巨大で急速に成長す

て活用する」ことが謳われて

価値連鎖。以下， と略す）

に， とは何かの説明が必

いて共通の理論的枠組みを作

ジョ（ ）で開かれたと

引コストは劇的に低下する

の生産性や競争力が著しく強

る単一市場が持つダイナミズ

いた。そこで言及されている

が，この問題を解くカギとな

要であろう。実は， には

る上での最初のワークショッ

いう
）
。このワークショップが

。その結果，より強力なバ

化される。人口 億人，

ムを今後の日本経済成長

「バリュー・チェイン」

る概念である。

様々な類語が存在する。

プが 年９月にイタリ

行った の類型化は次

の通りであっ

１） サプラ

＝産出構造

２） 国際生

（

た。

イ・チェイン（

を明らかにするもの。

産網（

）として行動す

，がその代表的研究であ

） 原材料から最終生産物に至

） グローバル

る多国籍企業の国際生産網

るとみなされている）。

るまでの付加価値の投入

なネットワークの旗艦

を研究するもの（

３） グロー

と購買者主

または，

（

，がそ

４） グロー

動における

バルな商品連鎖（

導型（ ）の２つの

グローバルな生産と供給網を

（ ）

の嚆矢と考えられている）。

バルな価値連鎖（

相対的な価値に着目するもの

） これには生産者

類型がある。この２つの類型

作り出す多様な主導的企業

） 生産，流通およびア

。

主導型（ ）

の内的ガバナンスの構造，

の役割，を強調するもの

フター・サービスの諸活

現代のグロ

形成されてい

いる―企業内

ショップでは

１） グロー

その統合が

ーバル化の主要な特徴のひと

るということがあり，グロー

国際分業（ ）と

， 研究の課題として次に

バル化が国際的に分散した諸

取る形態を概念化するため

つに，グローバルな供給者

バルな貿易の重要な一部分

呼ばれている―という現実を

２点を挙げていた。

活動を機能的に統合するこ

の効果的な方法である。 は

間に複雑なネットワークが

が多国籍企業内で行われて

踏まえて，上記のワーク

とを意味するなら， は

，生産のみを扱うのでは

（ ）



なくて，デザ

が組織され管

２） は，
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インからマーケティングまで

理される問題も取り扱う。

グローバル化の過程での勝者

学（第 巻・第２号）

の全活動を扱うのみならず，

と敗者やグローバル化の利益

ガバナンスつまり

とその配分を明らかに

する。と同時

生産過程の向

研究にお

スとは，グロー

する能力に着

（ ）が

に関する支配力

に，グローバル化の多くの欠

上が必ずしも利潤の増加や安

けるガバナンスの概念に関し

バルな においてある企

目して作られた， 研究に

で必要とされる主要な資源

に基づいており，その支配力

点，すなわち生産者にとって

定した所得をもたらさないこ

ては，次のような説明が与え

業が他の諸企業の活動に影響

おける中心的概念である。

や， への参入と撤退の決

の源泉は， 市場支配力と

の価格下落や生産物や

とも明らかにする。

られていた。ガバナン

を洗えたり決定したり

この能力は，主導企業

定，供給者のモニター，

価値連鎖において高利

潤を挙げるポ

）， 半

関係， 企業内

場的調整」（

）の関係

えるほど，供給

クが高まれば高

２つの調整に対

ジションの占拠にある。ガバ

階層的（ ）す

での垂直統合（

）と定義

とは対照的なものである。そ

活動を調整するガバナンスが

まるほど，調整し をモ

応しなければならないからで

ナンスには， 企業間のネ

なわち有力企業と独立してい

），の３つの形態がある

できる。ガバナンスの構造

の理由は， 製品特化をおこ

必要になってくる，と 供給

ニターするガバナンスが必要

ある。

ットワーク（

るが従属的な企業との

。ガバナンスは，「非市

は，市場ベース（

なう企業が増えれば増

者の失敗によってリス

になってくる，という

以上のような

も途上国にとっ

うとしたのが，

よりも

的で高付加価値

といっていた背

国が組み込まれ

研究の成果を踏まえて

て利益をもたらさず，グロー

前出の国連貿易開発会議『貿

［国際生産網］という用語が選択

の輸出が拡大していることを

景には，現代の多国籍企業

ているに過ぎない場合が多い

， 年代初頭以来のグロー

バルな不平等化が拡大してき

易開発報告』（ 年版）だっ

されていた）。同『報告』が，

示すこれらの統計はミスリー

が組織する の低技術な加

という事実がある。途上国の

バル化の進展が必ずし

ていることを立証しよ

たのである（そこでは，

途上国からも技術集約

ディングなものである

工組み立て工程に途上

付加価値取得部分は低

技術の不熟練労

って利潤等とい

易と直接投資か

不平等は拡大す

過剰労働を抱え

急速で持続可能

途上国が採るべ

働によるものに限られ，他方

う形で途上国の付加価値の大

ら得られる利益は先進国と途

る。なるほど，途上国が

ている場合には，かなりの利

な工業成長という新しいパタ

き今後の戦略は，製造品の輸

資本や管理，ノウハウ等を所

部分が取得されてしまうこと

上国の間で高度に非対称的に

に参入することは，工業化

益を途上国に与えたといえる

ーンへ飛躍していくことはで

出に含まれる国内の付加価値
）

有する多国籍企業によ

になる。こうして，貿

配分されグローバルな

の初期の段階において

。だが，それだけでは

きない。したがって，

部分を高めることであ

る，というのが

同『報告』の

を一瞥するだけ

を視野に入れて

他方製造―とり

年代以降多

同『報告』の結論となってい

論理が説得的であるのは，

でも理解できる。 は，商

分析を行うものである。

わけ加工組み立て工程―は，

くの途上国が大量に参入して

た。

研究で周知の「スマイル

品の開発 製造 販売 アフ

に含まれる諸連鎖の両極が高

生産技術的にはモジュール化

きたこともあり，急激に低付

カーブ」（図表 ，参照）

ターサービスの全過程

付加価値部分であり，

が進行してきたことや，

加価値化し，先進国か

（ ）



危機後の東アジアにおけ

〈図表

る地域経済協力と日本の 戦略

スマイルカーブ

（西口）

ら途上国への

（出所）「我が国製造業の
の要因を探る―」
月， ページ）。

アウトソーシング化が進んだ

変容と中国進出の実態―加速化する『空
（日本興業銀行『興銀調査』第 号，

。

洞化』
年３

これまで述

る。東アジ

東アジアが異

の自由化が

東アジアが

ってその遅れ

この点は，日

べてきたことは，われわれの

アにおける の主要な過程

なる主な点は２つある。ひと

，より正確には自由化の制度

の後進地域であったこ

を取り戻そうと貿易なかんず

本経団連や木村福成などの見

研究対象である東アジアに

は多国籍企業に包摂されその

つは，多国籍企業の行動の

化が，遅れていたことである

ととそれは表裏の関係にあり

く投資の自由化が強く打ち

解を検討した際にふれたと

ついても基本的にあてはま

コントロール下にある。

自由を保障する貿易や投資

。 が「漂流」し，

，したがって， によ

出されてくることになる。

ころでもある。他のひとつ

は， の連

ことである。

いる
）
。

年代以

成されてきた

業による直

版）は，東ア

鎖においてより高付加価値の

この点は， のガバナンス

降，とりわけ 年代に入って

。この国際生産ネットワーク

接投資とそれに伴う国際分業

ジアにおける日本企業の事業

過程への上昇（グレードアッ

―日米の多国籍企業のガバナ

，東アジアにおいて緊密な

の形成を主導したのは日本

の発展深化である（図表 ，

活動の主要な特徴として，次

プ）が部分的に観察される

ンスの差異―と関係して

国際生産ネットワークが形

企業を初めとする多国籍企

参照）。『通商白書』（ 年

の２点を挙げている。ひ

とつは，高付

比較において

価値部品等

る日本企業に

に対する対

っているとい

加価値部品等において，他

，優位性が増大していること

の優位性が増大してきている

対して実施したアンケート調

応策として，「生産品目の高付

う（図表 ，参照
）
）。他のひと

の東アジア諸国（アジア

である。なかでも，日本に

。日本貿易振興機構（ジェト

査によれば，日本企業のア

加価値化」を挙げている企業

つは，現地調達率の引き上げ

， 諸国，中国）との

立地している企業の高付加

ロ）がアジアに立地してい

ジア地域における競争激化

が ％となり最多とな

を図っていることである

（ ）
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〈図表 日本及び東アジ

学（第 巻・第２号）

ア各国・地域間の輸出動向（総額）

（備考） １．中国
２．輸出

（資料） 「
（出所）『通商白書

― 間の貿易には香港を含まない。
額のデータが入手できない場合は相手国
」，「 （
』（ 年版）， ページ。

〈図表 アジア地域

・地域の輸入データで代用した。
）」，アジア経済研究

における競争激化に対する対応

所「 」から作成。

（備考） 複数回答。有効回答数
（資料） 日本貿易振興会（ ）か
（出所）『通商白書』（ 年版），

社。
ら作成。
ページ。

（ ）



危機後の東アジアにおけ

〈図表 我が国の

る地域経済協力と日本の 戦略

海外直接投資の質的変化のイメー

（西口）

ジ

（出所）「我が
年

（同じく，図表

問わず，東ア

国製造業の変容と中国進出の実態―加
３月， ページ）。

，参照）。その理由は，事業

ジア地域において欧米企業お

速する『空洞化』の要因を探る―』（日

コストの低減にある。輸出拠

よび地場企業との間で熾烈

本興業銀行『興銀調査』第 号，

点型または現地販売型を

な競争を展開している日本

企業にとって

て， 人件費

ンケート調査

アジア

人件費の低減

事業コスト低

地調達による

，事業コストの低減は重要な

の削減がある。しかし，その

（ 年）によれば，国内法

（ ％）， 諸国（

の重要性は低くなっている
）
。

減のための最も重要な方法と

事業コストの削減が図られて

課題となっている。事業コ

一層の削減には限度がある

人の人件費の割合は ％だ

％），中国（ ％）とすでに

こうして，東アジアに立地

して，部品等のコスト低減

いるのである。しかし，部

スト低減の主たる方法とし

。日本貿易振興会の他のア

が，東アジアに関しては，

低位となっており，更なる

している日本企業にとって，

が挙げられ， 部品等の現

品等の現地調達率を引き上

げるためには

販売 アフタ

化と技術水準

参照）。その

「成長が見

アジアの優れ

経営体制の構

，日本と東アジアをひとつの

ーサービス，と言った

の向上が東アジアでの熾烈な

意味でその限りにおいて，『通

込まれる東アジア市場から当

たコスト競争力等を最大限取

築が必要である。このために

事業範囲とみなして，その

を構想し構築することが必要

企業間競争においては至上

商白書』（ 年版）の指摘は

該成長市場のメリットを最大

り込み，自らの競争力を一

は，国内において，比較優

中で，設計 開発 製造

であり， 全体での効率

命題となっている（図表 ，

引用する価値があろう。

限享受するとともに，東

層向上させるよう，最適な

位を有する高い技術力を体

化したキーコ

る。現地事業

た現地

率化・最適化

こうした認

提言の主旨は

ンポーネントの開発力等，競

活動においては，事業の態様

の促進等様々な取組みを適

を図っていく必要がある
）
」。

識の下に，同『白書』は，

，東アジアにおいてはすでに

争力の源泉となるコア技術

に応じ，現地調達の拡大の

切に取捨選択しながら，現地

「東アジアビジネス圏の制度化

国際的な生産のネットワー

力の維持・向上が必要であ

追求，市場ニーズに対応し

企業活動の経営体制の効

」を提言している。その

クが形成されてきており，

（ ）



こうした実態上

っているという

あろう。そして

立命館経済

の経済連携を事実上のものか

ところにあり，日本経団連の

また， の研究がすでに明

学（第 巻・第２号）

ら制度上のものにすることが

「奥田ビジョン」と重なりあ

らかにしてきているように

効果的であり必要とな

っていることは自明で

，「東アジアビジネス圏

の制度化」が実

等な分配をもた

１．「

現しても，そのことが経済成

らすという保証が全く無いと

．展望―東

＋ 」と の 戦

長と所得の増加や貿易と投資

いうことも同じく自明であろ

アジア共同体の可能性

略

から得られる利益の平

う。

これまで，日

地域経済協力に

よう。

すでに第 節

が有望視されて

アジアの３カ国

以降毎年討議さ

関心は大変高い

本の 戦略について詳し

どのように作用するのかにつ

でもふれたように，東アジア

いる。東アジアの地域経済協

（日中韓）を招待する会議で

れてきていることに反映さ

。

く見てきた。日本の 戦

いて検討を加えることで，本

の地域経済協力に関しては，

力の問題とりわけ が，

ある「 ＋ 」サミット

れているように， 諸

略が東アジアにおける

稿を締め括ることにし

「 ＋ 」のそれ

が主催し北東

を主な舞台として 年

国のこの問題に対する

その理由の第

に ％以下と依

を東ア

ある。北東アジ

らの の導

引きを拡大する

３カ国に比べて

１は， 諸国が

然として低位であり，加盟国間

ジアに拡大し東南アジアと北

アの３カ国の経済ダイナミズ

入を促進し（かつ 諸国

ことにより経済発展を図るこ

経済規模や産業・技術基盤等

の限界（ 域内取り引

では補完的関係よりも競合関係

東アジアとを統合させること

ムを取り入れ活用する，具体

から中国への のシフトを防

とを構想しているのであって

において大きく劣る東南アジ

き比率はすでに見たよう

の方が強い）を克服し，

を目指しているからで

的にはこれら３カ国か

ぎ），東アジア域内取り

，それは北東アジアの

アの途上国の集団であ

る が

第２の理由は

って，

済発展の段階や

いて強い競合関

入するのみなら

勢いである。加

グローバリズムの時代に対処

， 年代を通じて大きく台頭

諸国に「中国脅威論」が広

貿易構造において比較的に類

係にある。中国からのそう

ず第３国市場（なかでも日本

えて， 諸国がその

していくリージョナリズムの

してきた中国に対する戦略で

がってきた。というのも，

似しており，とりわけ労働集

した輸出品の急増は，

やアメリカなど）でも

輸出指向型工業化政策（ ）

戦略となっている。

ある。中国の台頭によ

諸国と中国は経

約的な商品の輸出にお

諸国の国内市場に流

諸国の商品に代替する

において主たる「成長

のエンジン」と

においても

国脅威論」には

も与えるもので

を防ぐことと並

諸国の

考えている が

諸国と中国とは競合関

根拠がないわけではない。し

ある。 諸国が

んで， 成長し拡大する中国

この意図を巧みに受け入れ

諸国から中国へシフトするこ

係にあるのである。このよう

かし，中国の台頭は脅威のみ

締結に合意した背景には

市場へ参入したいという強い

，その結果 がスター

とを恐れている。

に 諸国の「中

ならず他方では機会を

， の中国シフト

意図がある。中国側が

トすることになったと

（ ）



考えられる。

第３の理

て， バラン

危機後の東アジアにおけ

由は，日本との関係である。

サーの役割を期待している

る地域経済協力と日本の 戦略

に合意したものの

。 において中国に一方的

（西口）

諸国は日本に対し

に傾斜するのではなく，

日本との関

６回「

に合意した

の経済関係は

緊密かつ長

は東アジア

のと位置づけ

係をも維持しバランスを取っ

＋ 」サミットにおいて，

背景にはそうした理由がある

貿易，投資，援助等々殆どす

期的な関係を築いてきている

の の構想と交渉におい

ているのである。

ていきたいというのがそれで

「日本・ 包括的経済連

。そして， 言うまでもなく

べての指標において，中国

という事情がある。これらの

て「 ＋ 」の枠組みを

ある。 諸国が第

携構想」を実現すること

諸国は，日本と

のそれと対比してはるかに

理由から， 諸国

最も現実的かつ重要なも

２．「東ア

１）

年代

諸

心にしてアメ

話し合う

史を超えて

ジア共同体」の可能性

の再結束

半ばの は，国際舞

国が目覚ましい経済発展を遂

リカ，日本，中国，韓国等々

（ 地域フォーラム）

「対等な関係」を謳い挙げヨ

台において脚光を浴びる華

げ国際的に注目を集めたこと

の諸国を加えてアジア太平

を 年に，また が

ーロッパとの協力関係の推進

やかな存在となった。

に加えて， を中

洋地域での安全保障問題を

呼びかけ植民地時代の歴

を目指した （アジア

欧州首脳会議

うに

機に有効に対

機後の

第９回

このサミッ

年の第１

）を 年に，各々発足させ

域内経済協力の「拡大」と

処できず， 年代末にはその

は，結束を強め再度その

サミット（ 年 月，

トで「 協和宣言 」

回 サミットから

たこと等がそれであり，その

「深化」という展開があった

評価は地に落ちてしまった

存在意義を示すことに取り組

インドネシア・バリ島）がその

が採択された。 の実

年振りに同じバリ島で

背景にはすでにふれたよ

。しかし，アジア経済危

。こうして，アジア経済危

む必要があった。

ための格好の場となった。

質的なスタートとなった

協和宣言 を出すこと

で，

主催したメ

と自画自賛

困・飢餓の撲

経済，社会・

の特色がある

第９回

の新たな結束を狙ったもの

ガワティ・インドネシア大統

したという（『日本経済新聞』

滅を基本理念にしていたの

文化）で 共同体（

。

サミットに引き続いて

であることは言うまでもない

領は「 にとって歴史

年 月９日付け）。「

に対して，「 協和宣言

）の形成を目

開かれた，第７回「

。同 サミットを

的な分水嶺になる文書」

協和宣言 」が反共や貧

」は３つの分野（安保，

指しているところに最大

＋ 」サミットの主要議題

は

して）

の （

日本と

うに進まな

の

を軸にして 交渉を加速

交渉が進行し，「 億人の自由

年交渉開始， 年実現）やイ

との 交渉（ 年交

い日本に対する 側の

基本条約である，東南アジア

化していくことにあった。

貿易圏」を目指すという目標

ンドとの （ 年交渉開

渉開始， 年実現）が立ち遅

不満が高まってきている，

友好協力条約（ ）に中国

を軸に（触媒役に

が掲げられた， 中国と

始， 年実現）に比べて，

れており，交渉が思うよ

日本に対する不満は，

とインドが加盟することを

（ ）



表明しているの

たことから更に

日本を除くアジ

立命館経済

に対して，日本が日米安保条

高まった。藤原帰一は，「論

ア諸国では多国間の協力が進

学（第 巻・第２号）

約との両立が難しい条文があ

壇時評」欄で「小泉内閣が対

んでいる。その主導権を握っ

ることを理由に拒否し

米協力に向かうなか，

たのは中国である。東

南アジアを足が

導権を中国に取

残されようとし

を開くと共に，

た。

２）「

年の第９

かりにアジア諸国の多国間協

られてしまったのである。対

ている
）
」と論評した。日本政

東南アジア友好協力条約（

＋ 」と「東アジア共同体」

回 サミットと第７

調を育てるという本来は日本

米協力に走った日本がアジア

府は，「日本・ 特別

）に加盟するように方針を

回「 ＋ 」サミットを

が進めてきた政策の主

の多国間協力から取り

首脳会議」（ 年 月）

転換せざるをえなかっ

経て 年に入ると，

を軸

「 ＋ 」

「東アジア共同

ジア共同体」の

ア（ 年）と

進化の段階を向

中核としたより

と報じられた
）
。

とする東アジアにおける地

外相会議（ジャカルタ）の主要

体」（

実現に向けて「東アジアサミ

中国（ 年）がそれぞれ誘致

かえている。「 共同

大きな地域統合への道が，ジ

そこで，東アジアの地域協

域協力への動きはさらに加

議題は他ならぬ東アジアに

）構想が現実味を帯びて

ット」を開催したいという提

を表明した。現地からは，

体」と「東アジア共同体」。

ャカルタでひらかれた会議で

力機構として最も有望視され

速した。 年７月の

おける地域協力であり，

積極的に語られ，「東ア

案が出され，マレーシ

「 は内と外から

自身とそれを

少しずつ見え始めた」，

ている「 ＋ 」

が，「東アジア

して行く可能性

ケビン・ガイ

論じられるには

イニシアティヴ

はアメリカ―の

に特徴が見られ

共同体」や「東アジア自由貿

について検討してみよう。

などが指摘するように，東

それなりの理由があり特徴

は域内の「大国」が取った

に対して，「 ＋ 」の

る。それは，東アジアの政治

易圏（

アジアの地域協力が「

がある
）
。 や の場

― の場合はフランスとド

場合は域内の「小国」がそれ

の複雑さや東アジアにおける

）へと発展

＋ 」という枠組みで

合，地域協力や統合の

イツ， の場合

を取っているという点

「大国」（日本と中国）

間の対立と不信

言える。しかし

）

ア共同体」や

が指導的な役割

限界があるため

ている。つまり

とを考慮に入れた上で，東ア

，このことは が東

しか果たせないことを意味し

「東アジア自由貿易地域」とい

を果たせないことを意味して

に，「 ＋ 」における

，「 ＋中国」と「

ジアの地域協力を進めて行こ

アジアの地域協力において

ている。言い換えれば，「

った真の地域協力機構へと発

いる。ここに，「 ＋

交渉は，３つの「

＋日本」，「 ＋韓

うという賢明な戦略と

「準指導的役割」（

＋ 」が「東アジ

展する上で，

」の限界がある。この

＋ 」の場で行われ

国」の３つがそれであ

る。しかも，そ

る，１）「

韓」の に

１）「

局内に設置され

年代を通じ

の「 ＋ 」にも制約

＋中国」，２）「

ついて検討してみよう。

＋中国」間の ，つまり

た専門家グループによる報告

て中国と 諸国との

と問題点がある。以下，東ア

＋日本」，３）「 ＋韓

の可能性を検討す

書
）
は，確かに楽観的な展望を

間の貿易は急増した。 年

ジアの を構成す

国」，および４）「日中

るために 事務

与えている。なるほど，

の貿易額がわずか 億

（ ）



ドルであっ

てきたのであ

他方

危機後の東アジアにおけ

たのに対して， 年には

る。中国の対 諸国

諸国の対中輸出は 億ドル

る地域経済協力と日本の 戦略

億ドルへと年率で ％とい

輸出は 年の 億ドルから

から 億ドルへとそれぞれ増

（西口）

う高いスピードで増加し

年には 億ドルへと，

加してきており，貿易構

造も原料や食

の貿易の伸び

はなくて貿

％から

国（この場合

輸入のそれは

貿易比率は

糧等の一次産品中心から製造

も十分に期待できるというの

易に占めるシェアで見ると，

％へ，輸入のそれは ％か

， ）の輸出に占める

％から ％へと増加した

％未満に止まっており，その

品中心へと高度化・高付加

が同報告書の重要な根拠と

中国の輸出に占める

ら ％へと増加したに過ぎ

中国のシェアは 年の ％

に過ぎない。このように現

ことは補完関係よりも競合

価値化してきており，今後

なっている。が，貿易額で

諸国のシェアは 年の

ない。他方， 諸

から 年には ％へ，

在においてもなお両者間の

関係の方が強いことを反映

しており，

いるのであ

トを切った

がどのような

業を抱えなが

必ずしも楽観

次に，２

合的である

中国の 加盟（ 年 月

る。そうした両者の関係を考

ものの，「 はその実現

形になるかは依然として予

ら朱鎔基首相が無理に無理を

的でばかりはいられないだろ

）「 ＋日本」 に

のに対して，なるほど日本と

）によってその競合関係は一

慮に入れると， は予

可能性よりも政治的な思惑

断を許さない。中国の 交

重ねて推進してきた
）
」とい

う。

ついて見てみよう。中国と

諸国との関係におい

層高まるものと予想して

想外にスムーズにスター

が先行している。

渉は国際競争力のない産

う見解さえ出されており，

諸国との関係が競

ては補完的側面が強い。

年１月の

を本格化す

タイ，フィリ

やアメリカ

本と を

野の国内調整

３）「

シンガポールとの （

る年になっている。メキシコ

ピン，マレーシア，インド

に対して東アジア 交渉

結びたいというアジア諸国か

が進まないからだ
）
」というマ

＋韓国」 についても，

）を嚆矢として， 年

との締結（ 年３月）に続い

ネシア等との 交渉が目白

において巻き返す好機となる

らの要請に日本は消極的であ

スコミ報道があるようにそ

韓国が日本と同様に国内に農

は日本にとって 交渉

て，韓国や東南アジアの

押しとなっており，中国

年となっている。が，「日

る。その理由は，農業分

の前途は依然不透明である。

業分野の問題を抱えてい

ることが制約

最後に，４

る。日中およ

ろう。そうし

ジアの

を早期に実現

の韓国の対日

となろう。

）「日中韓」 についてで

び中韓の 交渉において

た障害が比較的低いと考え

交渉において中国やアメリ

させたいとの強い意向を示

輸出は 億ドル，対日輸入は

あるが，日本は消極的であ

は，農業や労働集約的な産業

られてきた日韓 交渉にお

カに対抗して主導権を握って

したものの，韓国側が対日貿

億ドルであり，韓国側が 億

り韓国も態度を留保してい

の調整が大きな障害とな

いてさえ，日本側は東ア

いくために韓国との

易赤字拡大を懸念（ 年

ドルという大幅赤字となって

いる。日本の

あり， を

と予想）した

盧武鉉・韓

アジア共同体

このように

対韓国平均関税率が約３％，韓国

締結し相互に関税をゼロとする

ため政府間の本交渉に入るこ

国大統領は北東アジアの地域

」を構想しているけれども。

検討してくると，「東アジア

の対日本平均関税率が約８％と

なら韓国の対日貿易赤字はさら

とができないでいる。 年

経済協力を推進することを表

共同体」や「東アジア自由貿

いう中でそうなっているので

に 億ドル程度増加するもの

６月の来日に当たって，

明し，「 のような北東

易地域」が早期に実現で

（ ）



きる可能性はか

欧州連合）タイ

しい声も一部か

立命館経済

なり低いと見ておいた方が安

プの地域協力機構として，

らは出てきているものの，そ

学（第 巻・第２号）

全だろうと思われる。まして

（ ，アジア連合）

の近未来における実現性は乏

， （ ，

を目指そうという勇ま

しいと言わざるをえな

い。その理由と

力機構を実現す

（

呼ばれるように

相互信頼を築い

は， に倣っ

侵略という「歴

して，少なくとも次の２点は

るために不可欠な加盟国間

，ヨーロッパ共同体）を

第２次世界大戦の惨禍を深い

てきたという長い歴史的な経

て「東アジア共同体」構想を

史問題」が戦後 年近くにな

指摘しておかなければなるま

の相互信頼の問題である。

形成しさらに発展してきた背

教訓として両国が中心となっ

緯がある。東アジア・ビジョ

打ち上げた。が，東アジアに

ってもまだ解決されず，日本

い。ひとつは，地域協

がその前身たる

景には，「独仏枢軸」を

て不戦の誓いにおいて

ン・グループの報告書
）

おいては日本のアジア

と中国や韓国および東

南アジア諸国と

域協力機構は実

なり，東アジア

実がある。 年

たが，実は中国

多い。こうして

ている。つまり

アジアの中国も

の相互信頼関係が欠如ない

現できないだろう。他のひ

のリージョナリズムはオープ

代に中国の台頭ということも

は東アジアにとって最終消費

東アジア域内取り引きの上昇

，アメリカ市場は依然として

もあるいは韓国等

し不十分な状況にある。それ

とつはすでに強調したように

ン・リージョナリズムになら

あって，東アジアの域内取り

地や需要地であるよりも対米

と対米取り引きの拡大とが平

東アジアにとって必須なもの

のアジア も，欧米諸国

ではとても 型の地

， や と異

ざるをえないという事

引き比率は上昇してき

輸出基地であることも

行して進むことになっ

なのである。他方，東

からの 受け入れを

前提とした

ハウまでも，東

とても考えられ

度緩やかな―そ

まる蓋然性が高

戦略を採用している。この

アジア域外に依存する割合の

ず，たとえが「東アジア自由

れこそがオープン・リージョ

いと予想されるのである。

ように，マーケットも資本あ

高い地域が自立的な地域協力

貿易地域」が実現したとして

ナリズムが含意するものであ

るいは技術，経営ノウ

機構を形成できるとは

も，それはかなりの程

る―地域協力機構に止

） 正式に

ス貿易，

るものの

）

理論』ダ

）

は日本・シンガポール経済連

）と呼ばれている。 が商

投資，相互承認，紛争処理，人材

，一般的には広い意味で の

イヤモンド社， 年。

注

携協定（

品貿易の自由化を意味するのに対

育成等の広範な分野の自由化を

名称で呼ばれることが多い。

して， には，サービ

含むことができる点で異な

中島正信訳『経済統合の

）

）

）

） 経済産業省経済連携交渉推進室「経済連携に推進について」（『経済産業ジャーナル』 年５月

（ ）



号）。

） 日本

月 日

危機後の東アジアにおけ

経団連「自由貿易協定の積極的

。

る地域経済協力と日本の 戦略

な推進を望む―通商政策の新たな

（西口）

展開に向けて―」（ 年７

）。

） 経済

） 外務

）

） 社団

） 社団

略的に

）「日

） 外務

産業省『通商白書』（ 年版）

省「日本の 戦略」（ 年

。

法人・日本経済団体連合会「活

法人・日本経済団体連合会「経

強化するための具体的方策（

）。

本活性化のための経済連携を推進

省「経済外交（ ・ ）

， ページ。

月。

力と魅力 れる日本をめざして」

済連携の強化に向けた緊急提言

年３月 日。

する国民会議」（

に関する意識調査」（ 年２月

（ 年１月１日）。

―経済連携協定（ ）を戦

）。

。

） 内閣

） 浦田

年

） 同上
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